


　パレスチナ自治区では、イスラエルによる入植活動が拡大し、軍や入植者・右翼
団体によるパレスチナ人とその土地やコミュニティへの攻撃が強まっています。ま
た、東エルサレムのシェイクジャラ地区での家屋破壊と土地収用、アルアクサ境内
での現状維持を壊す動きが強まり、パレスチナ人住民とイスラエル当局の対立が
激化しているなか、21年5月には、ガザからのロケット弾発射をきっかけに、イスラ
エル軍が10日にわたってガザを大規模に空爆。200人を超える死傷者と数千件
の家屋などが破壊され6万人が家を失いました。この事態に対して、皆様からの
ご寄付に基づいた物資配布や心理サポートなどの緊急支援を行いました。また
助成金による活動も開始しました。

　長年、政治経済的に苦しんできたレバノンでは、2019年秋の通過危機、デフォ
ルト、そして20年からのコロナ禍と20年8月のベイルート港大爆発事故、という何
重もの危機状態にあります。通貨は20分の1にまで下落し、物価も10倍以上とい
う状況の中、特に難民生活の苦しさは熾烈を極めています。この状況の中で、従
来から継続している教育や保健支援に加えて、皆様からのご寄付による食料や
燃料の配布を行いました。
 
　2年目に入ったコロナ禍の生活は世界中で様々な問題が噴出しました。特に将
来が見えない難民生活や軍事占領下にあるパレスチナ人コミュニティでは、不安
やストレスが増大し、難民生活を支えてきた家族関係も危機的な状況になってい
ます。
　レバノンでは6か所の難民キャンプで、感染予防の情報提供やホットラインによ
る相談、食料支援など、新型コロナ対策事業を実施しました。また、問題を抱える
個人や家族に対する直接的な心理サポートに加えて、コミュニティでの人材育成
など働きかけを強化しました。ガザやレバノンでは、電気状況や通信状況が劣悪
なため、心理サポートに限らず、ほとんどの活動は、人数を制限しながら対面での
活動に戻りました。
 
　ガザでは、2014年の軍事侵攻以降、紛争で障がいを負った市民に対する支援
を続けてきたほか、事故や疾病による障がい者への支援も継続し、21年は空爆に
よる負傷者や被災した障がい者支援も加わりました。リハビリ治療、補助装具な
どの提供、心理サポート、施設の整備を行いました。また、福祉制度が機能しない
中で介護を担っている家族支援を強めました。孤立しがちな障がい者の外出と
仲間づくり、自立を目指しての職業訓練やインターンシップ、またインクルーシブな
社会参加のための活動なども実施しました。
　レバノンでは、20年の爆発事故で負傷し障がいを負った人たちや被災した障
がい者へのリハビリや補装具支援、心理サポートを実施しました。　　　

コロナ禍の活動と
心理社会的サポート

21年ガザ空爆への
緊急支援

障がい者支援の
活動

レバノン危機の
中での難民支援

2021年も会員、支援者、協力者、協力諸団体の皆様のおかげで、
無事に支援事業を継続することができました。改めて感謝を申し上げます。
21年度は主な海外事業だけでも、パレスチナ5事業、レバノン5事業を実施し、
日本人職員、ローカル職員、またパートナー団体も多忙を極めましたが、
おかげさまで、これまでにない危機状況に対して、合計で10万以上の

子どもや家族を支援ができたと自負しています。



　コロナ禍で医療が崩壊する中、ガザでの母子保健事業では妊産婦や新生児の
検診、乳幼児の栄養支援を行いました。また乳がんの早期発見と患者支援を継
続しました。
　レバノンでは、子ども歯科の活動を継続し、また児童精神科での診療を継続し
ました。

　パレスチナでは、ヨルダン川西岸のベツレヘムとガザ北部の公立小学校の理
科室整備、理科教員研修、子ども向けの実験キットの配布などを継続しました。
また、ガザのアトファルナろう学校、ナワール児童館、ネゲブのベドウィン村での活
動を継続しました。
　レバノンの難民キャンプでは、幼稚園と学習支援クラスを継続しました。

　コロナ禍で対面でのイベントが難しい状況が続く中、オンラインによる現地状
況と活動の報告会を連続的に実施しました。また、年末には対面とオンライン双
方でチャリティイベントを実施しました。コロナ禍で厳しさを増す「外国にルーツ
を持つ子どもたち」の学習支援の活動に協力をしました。

国内での活動

保健活動

教育支援

21年5月のガザ空爆に巻き込ま
れ、右足を切断した8歳のサレハ
君。サッカーが好きで、パイロット
になるのが夢です。しかし負傷し
生活が一変。PTSDに苦しんでい
ます。当会の支援で理学療法を頑
張り、また心理サポートにより、通
学を再開しました。普通の生活に
戻るのが目標です。

ガザのハスウナ家は障がいのある人
を含めて9人家族。父親は心臓病と
椎間板ヘルニアを抱え、家族はわず
かな収入で暮らしています。
この家族にも食料や生活物資の支
援をしました。お母さんは、「信じら
れないほど嬉しかった」と話してくれ
ました。

ガザに住む1歳半のメーラちゃん
は、身長や体重もずっと小さく、貧
血で栄養失調と診断されました。
お母さんはとても心配しています。
コロナ禍と爆撃でお父さんは失
業し、一家は時折ある食料支援に
頼るしかないからです。母子保健
事業で薬剤や栄養補助食の支援
を受けて、貧血が改善しつつあり
ます。

レバノンに住む11歳のサラフ君（中
央）は放課後、お母さん（左）と一緒
に八百屋で働いています。シリアから
逃れてきた一家ですが、お父さんが
出奔し、4人の子どもがいる一家は
日々の食にも事欠く状況です。食料
支援を受け取りホッとしている家族
でした。

ガザに住む妊娠7か月のアフナン
さんは母子保健事業で貧血の治
療を受けています。5月の空爆時
には親せきの家に避難しました。
「幼い子どもを抱え、遠くまでの
徒歩で移動しなければなりませ
んでした。またコロナ禍の中、狭い
家に親族が密集してとても大変で
した。4歳と3歳の子どもたちは今
もなお悪夢にうなされています。」

レバノン北部の難民キャンプに住む
3歳のユセフ君は虫歯がいっぱいで、
痛みで苦しんでいました。子ども歯
科での治療を最初は嫌がりましたが、
歯科医師が根気強く説明した後は、
治療を受け入れ、いまでは心理面も
改善し笑顔を見せるようになりまし
た。

シリアからレバノンに避難してき
たファラさんは10歳。しかし数字
もアラビア語の文字も知りません
でした。お母さんは学校に行った
ことがなく、家では誰も勉強を教
えられませんでした。学習支援ク
ラスに通って、今では数字や文字
も分かります。

レバノン南部の難民キャンプに住む
アハメド君は5歳。お父さんが急死し
たあと、お母さんが育児を放棄。面
倒を見ている祖母さんも息子を亡く
したショックで精神的に不安定です。
アハメド君は不安障がい、多動と愛
着障がいがあり、4歳までオムツをし
ていました。心理専門家が中心に発
達支援をして、今ではお話ができる
ようになりました。

子どもと家族のストーリーから



21年のガザ緊急支援
　2021年5月のガザ大規模空爆では、ラマダンの最中
に10日間続いた激しい空爆により、243人（少女23人、
少年43人、女性38人、男性149人、うち少なくとも129人
は民間人）が犠牲となり、1,948人（子ども610人、女性
398人、男性940人）が負傷しました。被害を受けた建
物は17,092件に及び、そのうち破壊された家屋は1,148
件、また深刻な被害を受けた建物は1,026件、最大で
107,000人の国内避難民がUNRWAの学校などに避
難し、19のプライマリーヘルスケア・クリニックと９つの
病院も被害を受けました。2014年の戦争から復興しな
いまま、またコロナ禍の中での軍事衝突は、ガザの住民
にとっては大きな災禍となり、空爆の恐怖は、1年以上た
った現在も深いトラウマになっていて、多くの人たちはそ
の経験を語りたがりません。
　パレスチナ子どものキャンペーンでは、停戦直後に、
現地パートナーを通じて、脆弱世帯への物資配布と子
どもたちへの心理サポートを実施し、脆弱世帯へ食料
や生活物資を即時に提供することができました。また、
空爆と経済的困窮により、生活に対する不安やストレス

を抱える人たちに、心理サポートを提供し、その解消に
つなげる支援をした他、医療機関にアクセスできなかっ
た脆弱層の女性たちへの医療サービスを開始しました。
なお「日本のNGO 6団体による声明：イスラエルおよび
ガザに一刻も早い停戦を」外務省に提出したほか、メデ
ィアでも現地の状況や支援活動紹介しました。
　その後、本格的に支援を開始し現在も継続中です。
空爆によるインフラや建物倒壊が激しく、リハビリ施設
に通うことが困難な人たちには訪問リハビリ治療を提
供した他、心理サポートを実施し、今回の空爆で障がい
を負った人たちやその家族たちが、状況を受けとめ少し
でも前向きになれるように助力しています。特に、障が
い者家庭は貧困率が50%近くあり、一般家庭よりも貧
困率が高いため、女性の一人親世帯などとともに、物資
配布も行いました。また21年から22年にかけての冬は
寒さが厳しく、大雨による洪水被害を受けた被災者へ
の寝具の配布も行いました。

 ● 障がい者家庭や女性世帯などへの物資配布：
　1,800世帯（約10,000人）
 ● リハビリ支援と補助装具支援：150人
 ● 心理サポート：負傷者、障がい者とその家族892人
 ● 健康診断：女性138人 
 ● 22年1月の洪水被災者への物資配布：
　185世帯（約1,000人）

ガザ緊急支援

岩場で負傷したが
家庭でリハビリを続け、
復学した少女

空爆のあと

支援を受ける大家族。庭でゴミを燃やして煮炊きしていた クーポンを配布し、スーパーで品物を選べるようにした



リハビリと障がい者支援
　ガザでは、イスラエルによる15年近い封鎖、パレスチ
ナ自治政府や国連UNRWAの財政状況悪化、2014年
の空爆による破壊と復興の遅れ、新型コロナによる医
療サービスの低下などを背景に医療の不足が深刻です。
その中でも、事故や疾病、出生時の問題などによる障が
い者への支援は乏しいため、2015年より障がい者支援
を継続しています。ガザでは、人口の10%が何らかの障
がいを抱えているといわれる中、特に医療サービスの不
足しているガザ中部と南部で、リハビリ施設の修繕とバ
リアフリー化により、リハビリ器具なども使用する専門
的な治療ができるようにしました。またリハビリ治療や
車いすなどの補助装具を提供した結果、支援を必要と
していた人たちが身体的機能や日常生活動作を取り戻
し、就学や就労など社会復帰が可能になった人が増え
ました。
　介護を担う家族は負担が大きく、ストレスも大きいた
め、介助ワークショップや当事者同士のサポートを通じ
て、介助スキルやストレス軽減方法を会得してもらい、
家族同士のピアネットワークが作られました。研修を通
じて、医療従事者が知識やスキルを研鑽し、日々のリハ
ビリ治療に役立つスキルを取得しました。また日本人専
門家によるオンライン研修を実施し、チーム会議の運営
方法、情報交換スキルなどが進みました。
　障がいへの偏見や差別もある中、障がいのある人た
ちの社会参加を目指して、職業訓練と就労支援を通し
て、就職に必要な知識や技術経験を提供したほか、当
事者と家族が、啓発活動を通じて障がい者の権利、受
給可能な福祉サービスなどの情報を入手できるようにし
ました。スポーツや遠足などの交流イベントは、障がい
者や家族のストレス解消の機会になりました。

 ● リハビリ施設修繕や医療資機材の提供：4か所
 ● 総合的なリハビリ治療：631人
 ● 家族支援：1,628人
 ● 医療従事者研修：18人
 ● 就労支援：障がいのある60人
 ● 障がい者啓発活動：障がい者や家族543人
 ● 交流イベント：障がい者や家族257人

ガザでの保健・福祉支援

障害のある子どもの家族に対する介護ワークショップ

修繕した施設でのリハビリ

子どもと家族の交流イベント

職業訓練



 ● 産前保健サービス：妊婦1,710人
 ● 産後保健サービス：出産女性と新生児651組
 ● 乳幼児の健康アセスメント：0から５歳の子ども
　22,329人
 ● 栄養支援と医薬品配布：栄養支援が必要な子ども
　6,992人
 ● 妊婦・母親及び子どもの心理サポート：698人
 ● 栄養・子育てのワークショップ：妊婦など1,077人
 ● 看護師や助産師などの研修：30人
 ● 母子保健推進員やピアエデュケーターの育成：
　20人
 ● ワークショップや勉強会、インターネットやブックレ

ットによる普及活動：地域住民2,393人、ブックレッ
ト2,500部

母子保健支援
　人口増加率の高いガザでは、常時4万5千人の妊婦が
いて、毎年平均5万から6万人の新生児が誕生していま
すが、妊婦の16.9%が高リスク出産の診断を受け、42%
は貧血、18%は栄養失調を抱えるものの、1万5千人以
上が十分な産前産後ケアを受けられませんでした。ま
たガザ地区は新型コロナウイルスの影響を大きく受け、
2020年前半には43%の薬品の在庫が完全になくなる
事態に陥りました。
　新生児および5歳以下の子どものうち、14万人が非常
に脆弱で慢性的な栄養不良と発育阻害であり、32万人
は微量栄養素が不足しています。栄養失調児も増加し
ていて、5歳以下の子どものほとんどはビタミンAとビタ
ミンDの欠乏症を抱え、72.6%が貧血状態です。新生
児死亡率は1,000人あたり12人、5歳以下の乳幼児死亡
率は24人で、1歳以下では75%が栄養失調状態で、24
万人が栄養サポートを必要としています。貧困や失業
の増加で、ガザの全人口の68％は食糧不足で、必要最
低限の栄養素を含んだ食事を摂取している子どもはわ
ずか14%です。
　ガザ市内でも貧困層が多く子どもの割合が非常に高
い地域、また南部でクリニックや病院が近くに無いため、
医療を受けることが困難な地区で母子保健事業を
2019年から実施しました。
　産前産後の検診と必要な医療支援・栄養支援の実
施、乳幼児健診と必要な医療・栄養支援の実施です。
地域全体に母子保健の知識を普及するため、地域の女
性の中から「母子保健推進員」や「ピアエデュケータ
ー」を育成し、幼稚園で検診を行ったり、母親ワークショ
ップや勉強会を開催しました。また現地パートナーに
相談窓口を設置し、SNSやブックレットを通して、地域
の保健知識の底上げを目指しました。

ガザでの保健・福祉支援

乳幼児検診

栄養支援

妊婦健診

ブックレットの配布



乳がん患者・家族の支援
　発見が遅れ手遅れになるケースが多いため、乳がん
はガザの女性の死亡率一位を占めています。また、乳が
んに対する偏見と患者差別が根強いために、患者さん
は離婚されたり、家族から孤立するなど心理面でも非
常に厳しい状況に置かれています。ガザ特有の医療ア
クセスの不足、医薬品の不足、経済危機、新型コロナウ
イルスの感染拡大が、特に脆弱な女性を直撃している
中、2021年度も乳がんの発見と患者さんサポートを継
続しました。
　特にがんの手術後は、腕や上半身の運動能力や筋力
などが低下するため、理学療法や作業療法を提供しま
した。また心理セラピーやイベント開催のほか、自尊心
を高めるために、カツラや補正ブラ、美容サービスを提
供し、患者さんたちの社会復帰に寄与しました。10月の
ピンクリボン月間には、啓発活動やSNSの発信だけで
はなく、患者さんやサバイバーの女性たちが公共の場で
オープンに楽しめるようなスポーツイベントを実施しまし
た。
　「女性保健センター」で日々サービスを提供したほか、
地域団体、学校など各地に検診車を派遣して、医師によ
る個別相談、自己触診、検査機関の紹介、乳がんに関す
る啓発資料の配布を行いました。このモバイル診療所、
またオンラインの情報発信の増加などの結果、コロナ禍
にも関わらず、新たに32人の乳がんが発見されました。
ガザ各地で地元の市民団体と協力してセミナーを開い
たり、親せきや近隣の女性を集めた「家庭ミーティング」

を開催して乳がんに対する知識や理解の普及に努めま
した。またヨルダン、レバノンなど他の中東諸国の患者
支援団体ともつながりを作ることができました。そして
日本の乳がん経験者の女性からメッセージビデオをも
らうことができたため、ガザの乳がんの女性たちからは
自分の姿と重ね合わせることができて、とても勇気づけ
られたとの声が多く聞かれました。

 ● 啓発ワークショップ参加：
　23,30１人（自己触診20,314人、家族2,987人）
 ● 検診車での受診：2,000人
 ● 超音波、マモグラフィー等、検診費用の補助：
　2,372人
 ● エストロゲン抑制剤、ビタミンなどの提供：1,269人
 ● コロナ感染症対策衛生用品提供：800人
 ● カツラや補正ブラなどの提供：100人
 ● 患者のグループセッション、カウンセリング、ヨガワ
　ークショップなど：1,355人
 ● 理学療法・作業療法受診：277人
 ● スポーツ等イベント参加：520人
 ● デジタルキャンペーン：100万ビューアー
 ● パンフレット等の配布：2,000部

サバイバーの女性たちのイベント

移動検診

夫たち向けの啓発イベント



理科教育支援
　パレスチナ和平は頓挫するなか、ヨルダン川西岸で
は入植地拡大が進み、ガザ地区では封鎖が続き市民生
活は疲弊しています。また、パレスチナ自治政府は政治
的にも財政面でも危機的状況にあり、行政サービスも
削減され先行きへの不安が増しています。 
　ヨルダン川西岸は、パレスチナ自治政府の自治権が
およぶA地区(全体の4割)、イスラエル軍の実質的な支
配下にあるB地区とC地区（全体の6割）に分断され、B
地区とC地区では軍事的緊張が続いていて、イスラエル
軍による登下校時の児童への身体検査や学校近くでの
発砲等が児童の70%に影響を与えています。また閉鎖
命令を受けたり、取り壊されたりする学校もあります。子
どもの数が多いガザ地区では、自治政府とガザのハマ
ス政府との対立から予算不足が深刻で、児童数は増加
しているものの新規の学校建設が進まず、小学校の70
％が二部制のため授業時間が大幅に不足しています。
また断続的な停電は学校運営や家庭学習を妨げ、児童
の集中力低下にもつながっています。
　こうした結果、公立学校の3割には理科室がなく、校
舎の修復や増築ができず、必要な備品は支給されず、教
員は給与の遅配・減配があるなどモチベーション低下も
起きています。数年前にカリキュラムが改定されて児童
中心型学習が強調されたものの、教育現場では改善が
見られません。
　2016年にガザで教育支援を開始し、19年から西岸
のベツレヘムとガザ地区で教育事業を実施し、これま

アトファルナろう学校支援
　開校前の準備段階から含めると30年以上、ガザのア
トファルナろう学校を支援しています。ろう学校では手
話を中心に、パレスチナの教育課程に合わせたカリキュ
ラムを組んでいて、子どもたちは、母語であるアラビア語
のほか、算数や理科、社会、体育やコンピューター、アー
ト、英語や宗教などを勉強しています。
　2021年の空爆では何人かの生徒が負傷しましたが、
より深刻なのは心理的影響でした。聴覚障がいのある
子どもたちは情報から遮断されがちです。停電が続くと
視覚による情報確保が困難になり、家族が手話を得意
でない場合は、怖さや辛い気持ちを伝えることができな
いなど、聴こえる子ども以上にストレスをためる傾向があ
ります。課外授業や放課後活動を通じて、子どもたちは

悲しみや怒りの気持ちを表現し、ストレスの発散と情緒
の安定が見られました。

 ● ろう学校のクラス支援：3年生 11人、7年生15人
 ● 放課後活動支援：3年生11人、7年生15人
 ● インクルーシブ活動に参加した普通学校の子ども
　たち：多数

で合計37校で理科教育環境を整備して約1万人の子ど
もを支援しました。21年度もベツレヘムとガザで、公立
小学校理科室修繕と実験道具など資機材提供をしま
した。実験指導や児童中心型指導ができる理科教員の
育成、教員を支援する校長の能力強化を図りました。理
科への関心を高めるよう家庭用実験キットを児童に配
布したほか、教員用指導マニュアルと実験動画を作成し
広く配布しました。

 ● 理科室の設備支援：公立小学校20校
 ● 児童中心型の教育・教材の配布：子ども3,162人
 ● 理科教員研修：ベツレヘム20人、ガザ20人、など

パレスチナでの教育支援

授業の様子

教員研修



ナワール児童館運営支援
　長引く軍事封鎖、経済状況の悪化に加え、コロナ禍に
より失業率は50％を超え、ガザでは困窮度が一段と高
まるなか、2021年5月の大規模な空爆や砲撃により多
くの犠牲と破壊が繰り返されました。それ以前から、ガ
ザの子どもの3人に1人が心的外傷を抱え支援を必要と
していましたが、攻撃以降その割合は91.4%、心理社会
的サポートを必要としている子どもと保護者は48万人
以上（子ども35万人、保護者13万人）にのぼります。紛
争を間近で経験した子どもの7割以上は、1年経過して
も日常的に不安を感じることが判明しており、長期にわ
たるケアとサポートが必要とされています。またストレス
増加に伴う家族関係の悪化や家庭内暴力の顕在化な
ども顕在化しています。
　当会と現地NGOが2006年に開設したナワール児
童館は、子どもの主体性を尊重した活動を重視し、子ど
もたちも活動の計画や運営を担っています。また、障が
いのある子ども達が一緒に参加できる環境作りも進め
ているほか、母親向けの心理サポートやワークショップ
なども実施しています。音楽、図工、運動、演劇、パソコ
ン等の日常活動を行うほか、遠足等のレクリエーション
を実施。心理面・行動面の問題を解消し、社会性・協調
性・リーダーシップを育むことを目指しています。また子

　1948年のイスラエル建国後、ネゲブ地域にあったベ
ドウィンの村は政府から正式に認められないまま現在
に至り、「存在しない」ことになっています。村には学校
もなく、送電線も水道管も来ておらず、自家発電機やソ
ーラーパネルで電源を確保する一方、清潔な水の確保も
困難で不衛生な環境に置かれています。貧困率と新生
児死亡率がイスラエルで最も高く、子ども達の8割が貧
困ライン以下の生活を送っています。新たな開発計画に
より、2020年から村の土地を収用した道路建設や産業
地区建設が進み、イスラエル政府による住民の強制退
去、家屋破壊、土地の強制収容などがコロナ禍でも継続
し、1万人以上の住民の強制移住が危惧されています。
イスラエル市民でありながら差別的な扱いを受ける村
で暮らす子ども達に、イスラエルのNGOに協力してワ
ークショップを続けています。写真撮影は、村のルーツ
や人権問題について考える機会となり、環境問題のワー
クショップ、工作、リクリエーションなどは、子どもたちの

ストレス解消やモチベーション向上に結び付いています。

 ● 写真ワークショップや工作、ゲーム、スポーツ：
　子ども78人（8～13歳）

ども達の学力向上を図り、地域社会と一緒に、子どもと
親のストレス解消、自尊心の向上を目指しています。

 ● 作品発表会：子ども274人
 ● レクリエーション活動：子ども569人と母親33人
 ● コミュニケーションワークショップ：子ども112人と
　母親21人
 ● 創作ワークショップ：子ども330人
 ● アニメドラマ制作活動：子ども83人 など

イスラエル・ネゲブ地域の子ども支援

破壊された家屋

パソコンクラブ

夏休みの活動



緊急の食料・燃料の配布
　2019年秋から続くレバノンの経済危機は、新型コロ
ナウイルスの感染拡大、首都ベイルート港の爆発事故
が続いて複合的危機となり、悪化の一途を辿っていま
す。現地通貨レバノンポンドの暴落は加速し、実勢レー
トは中央銀行のレートに対し90%以上価値を失い、法
定の最低賃金はドル換算で450ドル（2017年）から27ド
ル（2021年）まで下落している一方で、物価は2021年1
月～ 10月の間に平均で138%上昇し、食料価格は2019
年比で8倍に上昇しています。
　生きるために必要最低限な金額以下で生活するシリ
ア難民の割合は88%に上昇し、レバノン人の貧困率も
42％（2019年）から82%（2021年）に上昇するなど、
2011年以降のシリア危機でシリアより避難してきた避
難民（シリア人難民やパレスチナ人シリア難民）と受け
入れ側のレバノン人やパレスチナ難民双方が危機の影
響を受けているのです。一方で国連UNRWAは深刻な
財政危機に陥り、難民世帯への支援サービスは大幅に
減少し、海外からの支援も大きく後退しています。こうし
た状況の中でも、皆様からのご寄付により緊急の配布
活動を行うことができました。
　レバノン各地の難民キャンプとその周辺の集住地に
住むパレスチナ人シリア難民、および脆弱層のパレスチ
ナ難民600世帯(約3,000人)に対して、緊急の食糧配
布を2回行いました。また、山岳地帯に住むパレスチナ
人シリア難民と脆弱層のパレスチナ難民1,500世帯(約
7,500人)が厳しい冬場を過ごせるように燃料配布を行
い、最も寒い時期にテントなどで生活する人々が寒さを
しのぐことができました。後述の新型コロナ対策事業
でも助成金を元に2500世帯に食料を2回配布し、緊急
支援と合わせ合計で3,100世帯約15,500人(レバノン
のパレスチナ難民の約10%)に、2回の食料配布をする
ことができました。

　2020年2月に国内で初めての新型コロナウイルスの
感染者が確認されて以来、レバノンでも感染の拡大と
鎮静化が繰り返されています。22年も1月~2月にかけて
感染が急拡大し、一日当たり1万人以上と過去最多の感
染者数を連続記録しました。特に、パレスチナ人シリア
難民や受け入れ側のレバノンのパレスチナ難民は、劣悪
な居住環境に加えて、糖尿病、高血圧、心疾患等の基礎

疾患罹患率の高さから、新型コロナウイルスの感染率も
感染後の重症化リスクも、レバノン人より高くなっていま
す。また、難民の医療を担う国連UNRWAは、PCR検
査や新型コロナウイルス治療を実施しないため、医療へ
のアクセスが限定されている一方で、正しい知識や情報
不足により意識が低く、衛生用品が買えないなど予防
対策も十分に行われていませんでした。また難民世帯

 ● 食料配布2回：パレスチナ人シリア難民と地元のパ
　レスチナ難民600世帯（約3,000人）
　助成金分を合わせると合計2,500世帯（約12,500人）
 ● 燃料配布：脆弱な上記難民1,500帯（約7,500人）

難民キャンプでの新型コロナ感染対策支援

レバノンと難民キャンプでの支援

食料配布

山間部での燃料配布



の大半が国連の援助に頼り、経済危機の深刻化により
失業が増加し物価も高騰し続けているため、食糧の確
保が特に困難となっていて、栄養不足による重症化や
致死率の高さも危惧されました。
　こうした状況から、難民キャンプ及び集住地域計6か
所で、パレスチナ難民世帯に対し、新型コロナウイルス
感染予防に関する衛生教育活動と衛生用品・食糧品の
配布を行いました。　　
　衛生教育活動は、参加者が子育てや家事、インターネ
ット環境の状況等に合わせて選べるように、少人数グル
ープ、家庭訪問、ビデオ通話などの形式で行いました。
通話アプリのチャットグループで啓発ビデオやポスター、
関連情報を発信し、日常的に新型コロナを意識し、注意
を払うよう継続して呼びかけました。またホットラインお
よび相談窓口を設置して、コミュニティの住民からの相
談に対応し、医療的な相談には各地域の医師が対応し
ました。

 ● 衛生教育活動に従事するための研修参加：60人
 ● 感染予防や衛生管理に関する教育活動：2,711人
 ● 新型コロナ関連の相談、衛生用品配布：2,500世帯
 （約12,500人）
 ● 食料品の配布：3,100世帯（約15,500人）

　2020年8月にベイルート港で発生した大規模な爆発
事故は、死者約200人、負傷者6,500人にのぼる大きな
人的被害をもたらし、市内の広範囲で建物が損壊し、最
大30万人が避難を余儀なくされました。大きな被害を
受けたベイルート市東部・中心部では、約1,000世帯の
障がい者家庭が被災し、爆発によって新たに100人以
上が障がい者となったと推計されています。事故は、
元々経済的に脆弱であった障がい者家庭の暮らしを直
撃し、被災した障がい者の多くが経済的理由で医療や
物資にアクセスできず、また被災した障がい者に対する
公的な支援が一切行われなかったため、人々はNGO
等による支援に頼らざるを得ない状況でした。
　そのため、この爆発事故で被災した身体障がい者と
新たに障がいを負った人々に対して、専門家による理学
療法・作業療法と心理サポートを提供し、障がいに合わ
せた補助装具や衛生用品等の支援を行いました。心理
サポートでは、爆発による精神的なショックとPTSDの

緩和、障がい受容を目指しました。

 ● リハビリ、心理サポート、補助装具・衛生用品の提
　供等：身体障がい者60人

ベイルート爆発事故で被災した障がい者支援

手洗い指導

家庭での衛生教育

テントへの訪問指導

爆発で脚を切断した人に補助装具を提供



レバノンと難民キャンプでの支援

教育、保健の支援
　レバノンではパレスチナ難民やシリア難民に対する
教育はとても限定的です。厳しい環境に育つ子どもたち
にこそ必要な幼児教育は不十分で、パレスチナ難民支
援の主な担い手である国連UNRWAは幼児教育を提
供していません。また学齢期の難民の子どもの多くも教
育にアクセスできておらず、新型コロナ感染拡大による
長期休校の影響も子どもの学力に大きな悪影響を及ぼ
しています。
　小学校入学前に基本的な数や文字を理解しているこ
とが前提になっているレバノンでは、小1から母語のア
ラビア語のほかに、英語かフランス語の学習も始まり、4
年生以降は算数や理科の教科書が英語やフランス語
になるため、就学前に文字や簡単な単語を知っているこ
とが当たり前とされています。またアラビア語は文語と
口語が分かれていて学校で習うのは難しい文語です。
そのため就学前教育と家庭学習が必須ですが、難民の
中には学校教育を十分に受けていない親も多くみられ
ます。
　難民の医療へのアクセスも大きく制限されており、特
に子ども向けの歯科や精神科、心理社会的サポートの
分野では、専門家も不足しサービス不足が深刻です。
危機的状況にあるレバノンの中でも特に生活が厳しく、
紛争の直接的な影響を受けて将来への不安を抱える
難民の多くは大きなストレスにさらされ、メンタルヘルス
が常に課題になってきました。コロナ禍と急激な経済
悪化は、その状況をますます悪化させています。また民
間セクター中心のレバノンでは歯科治療は高額である
ため、子どもの歯に関する問題は放置されることも多く、
食事や睡眠に支障をきたし心身の成長に大きな影響を
及ぼします。

　そこで難民キャンプに暮らすパレスチナ難民、シリア
難民の子どもに幼児教育と学習支援による教育機会と
歯科支援を提供しました。また、パレスチナ難民、シリ
ア難民、脆弱なレバノン人に対して、児童精神科による
医療支援と心理サポートを提供しました。メンタルヘル
スのニーズは非常に大きく、ソーシャルワーカーが家庭
訪問をして、支援を必要とする家族への心理サポートも
継続しました。またコミュニティでの理解を高めるため
に住民を対象とするイベントやワークショップを開催し
ました。

 ● 幼稚園での受け入れ：3~5歳児493人
 ● 小学1～3年生への学習支援：620人（就学していな
　い子どもを含む）
 ● 保育士や学習支援指導員の研修：85人
 ● 歯科検診と治療、衛生教育：子どもと住民6,513人
 ● 精神科医、臨床心理士等による診療、カウンセリ
　ング：子ども1,396人とその家族
 ● 家庭訪問による家族支援：1,589世帯
 ● 心理社会的支援ワークショップやイベント：参加者
　3,016人

学習支援

あそびを通した
心理サポート

幼稚園



保護・心理社会的支援事業
　長引く内戦に加えて、隣国レバノンの経済危機や経
済制裁による停滞、現地通貨の急落、食料や燃料価格
の高騰等の社会経済状況の悪化、蔓延する貧困、新型
コロナウイルス感染拡大、生計手段の欠如や喪失……
シリアに残った人々やコミュニティの対応能力は大きく
衰退し、状況の悪化は女性や子ども、高齢者、障がい者、
国内避難民等の脆弱性の高い状況に置かれている人々
を直撃しています。　
　シリアで暮らすパレスチナ難民は、内戦の中で難しい
立場に置かれている上に、その91%は貧困ライン以下で
の生活を余儀なくされています。また新型コロナウイル
ス感染拡大は人々の心身に悪影響を及ぼしており、ジェ
ンダーに基づく暴力も増加しています。被害者の87％
は女性・少女であり、新型コロナウイルス蔓延に伴い、家
族計画や子ども・妊産婦の健康、リプロダクティブヘル
スケア、カウンセリングといった重要なサービスが中断さ
れていることも状況を悪化させています。シリアではメ
ンタルヘルスや心理社会的支援へのニーズがより高ま
る一方で、専門家の国外流出などでこれらの支援に従
事する人材が不足しています。また残った支援従事者も
ストレスの高い環境で働いており、困難な状況にいる住
民と日々接する中で二次的トラウマを受傷したり、燃え
尽き症候群になるリスクも高いことが指摘されています。
　こうしたことから、比較的安定しているパレスチナ難
民キャンプで、援助職の育成、子どもや母親、妊産婦へ

の心理社会的支援を実施しました。メンタルヘルスに
関する問題は、早期の発見と対処が重要である一方、知
識不足から問題に気付かなかったり、周囲の目を気にし
て診療をためらったりすることが多いため、コミュニティ
に正しい知識を広めるための啓発活動も実施しました。

 ● 心理的支援に携わる援助職への研修：8人
 ● 心理社会的支援ワークショップ、レクリエーション
　活動、学習支援：ティーンエージャー360人
 ● 心理社会的支援ワークショップ、縫製ワークショッ
　プ：女性180人
 ● 妊産婦向け心理社会的支援ワークショップ：60人
 ● メンタルヘルスの啓発活動：ティーンエージャー60
　人、母親300人、父親10人

　ベイルート港の大規模爆発事故で被害を受けた病
院、学校などは再建され、被災地周辺では人通りが戻り
つつある一方で、アルコール消毒液やウェットティッシュ
などは高価で、多くの市民は感染予防策を十分にとれ
ていない状況です。
　そこで、爆発現場の港から半径2km以内の地域に所
在する公共施設（病院、学校、消防署、レバノン赤十字社
施設、NGO施設等）計11か所に、公共の手洗い場を
設置しました。設置先施設の利用者や職員に啓発活動
を行うほか、手洗い場にはQRコードをつけてオンライ
ン上のパンフレットを提供し、感染予防行動の促進に努
めました。

爆発事故被災地での衛生事業

 ● リ手洗い場設置：公共施設11か所

ウードを習う

ベイルート港近くの消防署に設置された手洗い場

薬物の影響を
伝えるポスター



日本外務省、（特非）ジャパンプラットフォーム、国連人口基金、国連人間居住計画、（生協）パルシステム東京、（生協）パルシステム埼玉、（一社）在日アラブ
人協会、（特非）アーユス仏教国際協力ネットワーク、（公財）パブリックリソース財団、日本中近東アフリカ婦人会、日本イスラーム文化センター、足利マスジ
ド、（一社）三重イスラム文化センター、立教女学院、香蘭女学校、ユナイテッド・ピープル（株）、（株）エクセルインターナショナル、（有）センインターナショナル、

（有）鈴木屋、（株）イデア・コレクト、（株）白亜、（株）モット、gooddo（株）、合同会社ミヤカワ、合同会社パレスチナ・オリーブ、婦人の友社編集部、檀上診療所、
あらた法律事務所、TOMOO DESIGNS、大阪友の会、もりいさむ音楽事務所、アスタマニャーナ、ピースケ・プロジェクト、石川行政書士事務所、萌クリニック、リ
バーベンドプロジェクト、宝泉寺、カトリック正義と平和仙台協議会、聖ヴィンセンシオ・ア・パウロ会河原町協議会、日本聖公会東豊中聖ミカエル教会、日本聖
公会庄内キリスト教会、日本聖公会東京教区、日本聖公会横浜聖クリストファー教会、日本基督教団中目黒教会、日本基督教団代々木上原教会教会学校、日
本キリスト教団上大岡教会、日本キリスト教団千葉教会、日本基督教団鶴川北教会、西宮聖ペテロ教会婦人会、ふじみキリスト教会、西宮公同教会、紫野教会
教会学校、姫路野里キリスト教会、兵庫教会もみの会、市川三本松教会、由木キリスト教会、レデンプトリスチン修道院、READYFOR（株）ほか

ご支援・ご協力いただいた団体（順不同）＊個人の方のお名前は省略させていただきました。

国内での活動
　21年も、講演会、報告会、国際交流イベントへの出展、
刺繍の対面販売などの活動はコロナ禍の影響を受けま
した。一方で、オンラインでのイベント開催に社会全体
が慣れてきたなか、報告会や国際交流イベントへの出
展や、現地の様子や支援活動を伝える活動をオンライ
ンで続けることができました。またボランティア募集を
控えたため、会報をコンパクトに変えたりもしました。な
お年度をまたいだものの、ホームページをリニューアル
し、22年夏に完成しました。
　5月のガザ空爆に対しては、他のNGO団体と一緒に
外務大臣あての要請、メディアへの発信をした他、クラウ
ドファンディングにも挑戦しました。またレバノンの食料
支援のクラウドファンディングも行いました。
　新たな活動として、コロナ禍で厳しさを増す在日の外
国人、とりわけ外国にルーツを持つ子どもたちの学習支
援の活動に協力をしました。東北被災地の人 と々の交
流も続けています。

● 講演会・イベント：4月オンライン報告会「母子保健事業」、
6月会員総会（書面形式）、オンライン報告会「ガザ緊急支
援」、8月オンライン報告会「ベイルート港爆発事故被災者支
援」、11月チャリティイベント（酒井啓子氏講演、現地活動報
告、ラビサリ・ミニライブ）、1月オンライン報告会「レバノンっ
てどんなところ？」、3月オンライン報告会「レバノン越冬支
援」
● 情報提供：サラーム120号、121号、122号、年次報告書。ホ
ームページ、メーリングリスト、facebook、twitter、instagram、
その他情報発信サイトでの活動報告・広報活動。
● WEBサイト・リニューアル：サイト訪問者の支援活動への
誘導強化、SDGs、英語ページの新設など。
● メディア：5/30 NHK総合「ニュースまるわかり」（ガザ緊急
支援）6/5NHK総合「おはよう日本」（レバノン爆発事故の被
災者支援）6/28NHK World「NEWSROOM TOKYO」（レバ
ノン爆発事故の被災者支援）9/4（土）TBS系列「報道特集」

（ガザ緊急支援）
● クラウドファンディング：5月ガザ緊急支援、12月レバノン
食料支援
● 「日本の NGO６ 団体による声明 : イスラエルおよびガザ
に一刻も早い停戦を」5月外務省に提出
● 講師派遣・出前授業ほか：5月立教大学オンライン授業、7
月小学校出前講話（神奈川県）、9月高校オンライン授業（高
知県）、11月明治大学オンライン講座、1月小学校出前講話

（神奈川県）、杏林大学講演、2月中野区平和企画展示「世界
の難民パネル展～紛争のない世界を目指して～」、3月早稲
田大学オンライン授業 ほか
● 団体・学生受入れ：8－9月早稲田大学インターンシップ、
11月中学校SDGs学習（東京都）、小中学生、高校生との個
別オンライン面談、3月香蘭女学校
● パレスチナ刺繍販売と体験ワークショップ：4月アースデ
イ東京、5月わてわてマーケット（手話イベント）、7月パルシ
ステム東京・未来へつなげ2030 オンライン学習会「出口の
見えない難民問題の今」、9月アーユス主催「緊急報告：危
機が続くパレスチナと支援の現場」、10月グローバルフェス
タJAPAN2021オンライン出展、11月SDGsよこはまCITY秋、
ワールドコラボフェスタ2021、2月ワン・ワールド・フェスティ
バル、SDGsよこはまCITY冬 ほか

国内事業

アースガーデン春

新しいホームページ

グローバルフェスタ



難民支援

レバノン
新型コロナ対策

パレスチナ
教育支援

ガザ緊急支援

パレスチナ
保健医療支援

ベイルート港爆発事故
被災者支援

その他の子ども支援 国内事業
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